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序 文 

 
日本国政府はエジプト・アラブ共和国の要請に基づき、同国の大カイロ都市圏持続型都

市開発整備計画調査を行うことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施し

ました。 

 

当機構は平成 19 年 2 月から平成 20 年 6 月までの間、日本工営株式会社の山田耕治氏を

団長とし、同社および株式会社片平エンジニアリングインターナショナルから構成される

共同企業体の専門家により構成される調査団を現地に派遣しました。 

 

調査団はエジプト国政府との協働のもと、大カイロ都市圏における現地調査を実施し、

エジプト国の政府関係者との十分な協議を踏まえ、戦略的都市開発マスタープランを立案

し、重点開発軸のプレフィージビリティ調査を行いました。帰国後の国内作業を経て、こ

こに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が大カイロ都市圏の持続的発展と都市開発の推進に寄与するとともに、両国

の友好・親善の一層の発展に役立つことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

 

平成 21 年 1 月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 橋本 栄治 

 
 
 

 



平成 21 年 1 月 

独立行政法人国際協力機構 

理事 橋本 栄治 殿 

 
伝 達 状 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 

さて、ここにエジプト国大カイロ都市圏持続型都市開発整備計画調査の成果品として、

最終報告書を提出いたします。本調査では日本工営株式会社を幹事会社として株式会社片

平エンジニアリングインターナショナルとの共同事業体により、平成 19 年 2 月から平成 20

年 6 月にかけて現地調査が実施されました。最終報告書は大カイロ都市圏の戦略的都市開

発マスタープランに関する要約、主報告書ならびに重点開発軸のプレ・フィージビリティ

調査に関する要約、主報告書から構成されています。 

 
本報告書は都市開発マスタープランおよびプレ・フィージビリティ調査の結果を踏まえ、

大カイロ都市圏の居住環境の改善に資する提言を行っております。 
 

本報告書の提出に当たり、貴機構、外務省、JICA エジプト事務所、在エジプト大使館、

エジプト国政府の諸機関の方々のご協力とご支援に深く感謝致します。 
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山田 耕治 
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序章 

(1) 調査の背景 

i エジプト・アラブ共和国政府（エ国政府）による要請を踏まえ、日本国政府とエ国政府

において 1983 年 6 月 15 日に合意された技術協力協定に基づき、日本国政府は「エジプト国大カ

イロ都市圏持続型都市開発整備計画調査」（本調査）を行うことを決定した。 

ii 上記の決定に基づき、技術協力の実施機関である国際協力機構（JICA）は調査団を現地

へ派遣し、本調査はエ国政府の関係機関との緊密な協働作業により実施された。 

iii エ国政府のカウンターパート機関は、住宅・公共施設・都市開発省（MOHUUD）の国土

開発計画庁（GOPP）である。本調査の円滑な実施のため、GOPP が関係機関との調整を図り、特

に GOPP 管轄下の大カイロ都市圏都市計画センター（GCRUPC）との協力により本調査は実施さ

れた。 

iv GOPP および JICA にて合意された本調査の業務内容（Scope of Works）に基づき、本調

査の目的は以下の 3 点から構成される。 

1) 望ましい都市開発を推進し、持続可能な社会経済開発を達成するために、カイロ都

市圏およびニュータウンにおける戦略的都市開発マスタープラン（目標年次 2027 年）

を作成すること。 

2) 交通システムと連携した都市開発の実現を目的として、重点開発軸の実現方策を検

討すること。 

3) 都市計画および都市開発に関する経験をカウンターパート機関と共有すること。 

v 本調査は (i)第一フェーズ：戦略的都市開発マスタープランの作成および(ii)第二フェー

ズ：重点開発軸のプレ・フィージビリティ調査の実施などの 2 つのフェーズから構成される。本

報告書は第二フェーズとして、第一フェーズにおいて選定された重点開発軸を対象として、プレ・

フィージビリティ調査の結果を取りまとめたものである。 

(2) カイロ都市圏の 2027 年における都市構造 

vi 戦略的都市開発マスタープランの調査対象地域は、カイロ県の全域、ギザ県およびカリ

オベヤ県の一部地域、10th of Ramandan ニュータウンを含めている（図 1 を参照）。同対象地域の

面積は 4,367km2 であり、529 の行政区域から構成されている（表 1 を参照）。 
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Qaliobeya

Giza Cairo

出典：センサス、CAPMAS、2006 年 
図 1 戦略的都市開発マスタープラン（第一フェーズ）における調査対象地域の位置図 

表 1 戦略的都市開発マスタープランにおける調査対象地域の行政区域、面積および人口 
県 行政区域数 

(個) 
面積 

（km2） 
人口（2006 年）

(1,000) 
カイロ 325 1,636 7,787
ギザ 95 1,550 5,131
カリオベヤ 122 788 3,059
10th of Ramadan ニュータウン（シャルキア） 2 393 124
合計 544 4,367 16,101

出典：センサス、CAPMAS、2006 年 

vii 第一フェーズにおいて、目標年次を 2027 年としたカイロ都市圏における将来の都市構造

を立案した。将来都市構造として 3 つの代替案を設定し、ニュータウン（new urban communities）
の将来人口が最大となり、既存中心市街地（main agglomeration）および村落部（villages and small 
towns）における人口増加が最小となる案を最適案として選定した。選定された将来都市構造に基

づき、一極集中型から多極分散型の都市構造への転換を図った土地利用基本計画を作成した（図

2）。 
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出典：JICA 調査団 
図 2 戦略的都市開発マスタープランにて提案された土地利用基本計画（目標年次：2027 年） 

(3) 重点開発軸（西軸） 

viii 第一フェーズ（戦略的都市開発マスタープラン）において、計画人口、既存の交通シス

テムならびに現行プロジェクトなどをもとに、カイロ都市圏の交通システムの解析を行い、

CREATS 調査（エジプト国大カイロ都市圏総合交通計画調査）にて提案されたカイロ都市圏の将

来交通システムの見直しを行った（表 2）。 

表 2 CREATS 調査の提案内容からの変更点 
プロジェクト CREATS 調査 

における実施時期 
本調査にて提案さ

れた実施時期 
地下鉄 4 号線 長期 区間を分割 
 El Malik el Saleh～Pyramid Area.の区間 長期 短期 
 Pyramid Area～6th of October.の区間の延伸 対象外 中期（新規区間）

 El Malik el Saleh.から東側の区間 長期 長期 
スーパートラム 1 号線 短期 対象外 
 地下鉄 3 号線の支線 

（スーパートラム 1 号線と同様のルート） 
対象外 短期 

 New Cairo ニュータウンまで延伸 対象外 中期（新規区間）

Al Farag 道路の整備 
（高速道路（E4-3 号線）の 6th of October ニュータウンまでの延伸）

対象外 短期 

高速道路の New Cairo ニュータウンまでの延伸 対象外 短期 
出典：JICA 調査団 

ix 第一フェーズにおいて提案された上位目標および計画目標を実現するために、同フェー

スにおいて既存中心市街地とニュータウンを結ぶ 3 つの開発軸が提案された。 
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1) 中央軸：Cairo～New Cairo ニュータウンの区間 

2) 西軸：ギザ北部～6th of October ニュータウンの区間 

3) 北東軸：Cairo～10th of Ramadan ニュータウンの区間 
 

出典：JICA 調査団 
図 3 戦略的都市開発マスタープランにて提案された開発軸（2027 年） 

x 提案された 3 つの開発軸のうち、戦略的都市開発マスタープランにおける上位目標およ

び計画目標を踏まえ、JICA 調査団および GCRUPC との協議により、プレ・フィージビリティ調

査の対象として西軸を選定した。同マスタープランにおいて提案された開発戦略に対する西軸の

必要性および重要性を以下に示す。 

1) 住環境都市カイロ：2006 年から 2027 年におけるギザ県の増加人口は 3 百万人と予測

されており、カイロ県およびカリオベヤ県における増加人口を上回っている。ギザ

県の既存市街地の人口密度は 2006 年において 300 人/ha を超過しており、増加人口を

収容するための新規市街地を計画的に整備し、既存市街地への人口集積を軽減する

必要がある。 

2) 自然環境都市カイロ：既存中心市街地の郊外部には貴重な農地および歴史地区（ピ

ラミッド）が存在している。計画的に市街地を整備し、これらの貴重な資源を管理

する必要がある。 

3) 業務都市カイロ：6th of October ニュータウンおよび Al-Sheikh Zayed ニュータウンの

内部および周辺部において都市開発が進行している。これらの都市開発には、Abu 
Rawash 工業団地および 6th of October 工業団地などの産業拠点をはじめとして、Smart 
Village における IT 拠点、大エジプト博物館および観光投資地区（Tourism Investment 
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Zone）などの観光拠点などが含まれており、各産業の拠点開発が進行している。 

4) 交通都市カイロ：戦略的都市開発マスタープランでは、6th of October ニュータウンお

よび Al-Sheikh Zayed ニュータウンにおける 2027 年の増加人口は 1.3 百万人と予測し

ている。新規拠点、住宅地区および既存中心市街地を結ぶ公共交通システムの整備

が必要である。 

上述の開発戦略に対する西軸の位置づけを図 4 に示す。 

Working in Cairo

Living in Cairo

Connecting in Cairo

Managing Natural Environment

Priority for
Western Development Corridor

1) Population density at 301persons per ha in Giza higher
    than Cairo and Qaliobeya
2) Incremental population at 3.0million in 2006-2027 in Giza
    larger than Cairo and Qaliobeya
3) Housing projects on-going in and around 6th of October
    and Al-Sheikh Zayed NUCs

1) Prcious agricultural lands still existing aournd the main
    agglomeration
2) Cultural assets of Pyramid area located

Urban devlopme actively progressing in and around 6th of
October and Al-Sheikh Zayed NUCs, typically;
1) industrial in Abu Rawash and 6th of October
2) information technology in Smart Village
3) tourism in Grand Egyptian Museum and large tourism
    investment zone

1) High population growth rate at 15% per year in 6th of
    October and Al Sheikh Zayed NUCs in 1996-2006
2) Large incremental populaiton at 1.3million in 6th of
    October and Al Sheikh Zayed NUCs in 2006-2027

Provide the new urban areas for the incremental population for;
a) protecting the precious natural, envrionmental and cultural assets
b) mitigating the increase of population density in the existing built-up
   areas

Provide the convenient means of public transport for;
1) creating the western urban cluster by interconnecting the urban
    centers
2) meeting the traffic demand by incremental population

Needs for well-planned urban development

Needs for transport-orietend development

出典：JICA 調査団 
図 4 重点開発軸（西軸）の位置づけ 

(4) プレ・フィージビリティ調査の目的、対象地域およびアプローチ 

xi 西軸を対象としたプレ・フィージビリティ調査において、交通システムと連携した効率

的な都市開発へ向けた実施方策の検討を行った。実施方策は以下の事項から構成される。 

1) プレ・フィージビリティ調査（Pre-F/S 調査）の調査対象地域における土地利用基本
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計画を作成し、公共交通システムの駅およびターミナルを計画する。 

2) 公共交通システムの基本計画を作成する。 

3) 都市開発および公共交通システムを対象とした環境社会配慮調査（Pre-EIA レベル）

を実施する。 

4) 公共交通システムを対象として、パブリック・プライベート・パートナーシップ（PPP）
の適用方策を検討する。 

xii Pre-F/S調査の調査対象地域はナイル川の西岸の一帯である。同対象地域の東側はギザ県

の既存中心市街地を含み、西側は 6th of OctoberおよびAl-Sheikh Zayedの 2 つのニュータウンを含む。

既存中心市街地と両ニュータウンの間に位置する村落部を含めた同対象地域の面積は 843.4 km2

である。調査対象地域の境界線は最新のセンサス（2006 年）における行政区域（shiakha1）の境

界線をもとに設定した（図 5）。2006 年における現況人口は 4.1 百万人である。 
 

出典：センサス、CAPMAS、2006 年 
出典：Landsat Satellite Imagery、2007 年 

図 5 Pre-F/S 調査の調査対象地域の位置図 
                                                        
1 Shiakha はエジプトにおける最小行政単位の名称である。 
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xiii Pre-F/S 調査の調査内容は主に次の 5 つの項目から構成される。(i)西軸の開発方針を立案

し、(ii)西軸の交通需要を分析したうえ、(iii)公共交通と連携した都市開発の計画を立案する。さ

らに概算事業費を算出したうえ、(iv)経済・財務分析ならびに環境調査を実施し、(v)西軸の実現へ

向けた提言を行う。Pre-F/S 調査の作業フローを図 6 に示す。 
 

1. Direction of Western Corridor Development

2. Transportation Demand Analysis for Western Development Corridor

Existing Conditions of Project Influence Area

Urban Development Concept for Western Development Corridor

Urban Growth Pattern of Western Development Corridor

3. Technical Study for Railway and Transportation-Oriented Urban Development

PPP Study on Exclusive Busway
Transport

Pre-Environmental Impact
Assessment for the Development

Corridor

Economic and Financial Analysis
for the Western Development

Corridor

Urban Development Plan for Western Development Corridor

Comparative Study for
Different Transportation

Mode and Route

Traffic Survey along
Western Development

Corridor

Future Public
Transportation Demand in

6th of October NUC &
New Urban Devlopment

Future Traffic Demand
Analysis of Westertn

Development Corridor

Operation Plan

4. Economic, Financial, and Environmental Study for Wetern Development Corridor

5. Recommendations and Conclusions

Plan for Civil WorksPlan for Equipment

Maintenance Plan

Plan for Central
Station Area

Plan for Ordinal
Station Area

Plan for Railway Development Plan for Railway Station and its Surrouding Area

Mode and Route Selection for Railway

 
出典：JICA 調査団 

図 6 Pre-F/S 調査の作業フロー 

 

 

 
国土開発計画庁 国際協力機構 
大カイロ都市圏都市計画センター 日本工営 

片平エンジニアリングインターナショナル 
7 



エジプト国大カイロ都市圏持続型都市開発整備計画調査 
最終報告書（和文要約：重点開発軸のプレ・フィージビリティ調査編） 

 
国土開発計画庁 国際協力機構 
大カイロ都市圏都市計画センター 日本工営 

片平エンジニアリングインターナショナル 
8 

1 重点開発軸の開発計画（西軸） 

1.1 人口センサスによれば、1996 年および 2006 年における Pre-F/S 調査の対象地域の現況人

口は、それぞれ 2.9 百万人、4.1 百万人である。同期間における人口増加率は 3.6%/年であり、マ

スタープランの調査対象地域（カイロ都市圏）における人口増加率（2.2%/年）を上回っている。

特にニュータウンの人口増加率は 14.8%/年であり、既存中心市街地の 3.1%/年および村落部の

4.1%/年と比較して顕著に高い伸び率である。 

表 1.1 調査対象地域の現況人口および人口増加率  
市街地の分類 人口（1,000） 

1996 2006  
 %  % 

人口増加率 
（1996～2006 年） 

（%/年） 
既存中心市街地 2,386 83.4 3,232 79.6 3.08
村落部 427 14.9 639 15.7 4.11
ニュータウン 47 1.6 187 4.6 14.82
 6th of October 27 0.9 157 3.9 19.12
 Al Sheikh Zayed 20 0.7 30 0.7 4.22
合計 2,860 100.0 4,058 100.0 3.56
マスタープランの調査対象地域 13,045 16,101 2.22

出典：センサス、CAPMAS、2006 年 

1.2 既存中心市街地の現況人口はカイロ都市圏の人口の大勢を占めており、1996 年および

2006 年におけるカイロ都市圏の総人口に対して 80%以上を有している。他方、村落部のカイロ都

市圏に対する人口比率は 16%（2006 年）である。ニュータウンでは 1996 年から 2006 年にかけて

非常に高い人口増加率を記録したが、総人口に対する人口比率は 5%未満に留まっている。既存中

心市街地の人口集積および村落部における市街化を軽減するためには、ニュータウンへの更なる

人口集積が必要である。 

1.3 Pre-F/S 調査の対象地域の現況土地利用（2007 年）を図 1.1 に示す。対象地域の東側には

Giza、Dokki および Muhandeshin などの中心地区が存在し、既存中心市街地は外環道路の周辺部ま

で広がっている。既存中心市街地の南部および北部には農地が存在しており、既存市街地の小さ

な集積（村落部）が農地に散在している。対象地域の西側の多くは砂漠が占めているなか、6th of 
October および Al Sheikh Zayed の 2 つのニュータウンの開発が進行している。さらに対象地域の

北部では、Abu Rawash 工業団地および Smart Village（IT 地区）などの産業拠点の開発が進行して

いる。 

1.4 ニュータウン開発公社（NUCA）は 6th of October および Al Sheikh Zayed ニュータウンの

開発を推進している。6th of October ニュータウンの計画人口は 3.8 百万人であり、同ニュータウン

の開発面積は 415km2 を有する。Al Sheikh Zayed ニュータウンの開発面積は 45km2 であり、計画人

口は 0.5 百万人である。両ニュータウンには 253,000 戸の住戸が既に整備されており、1 百万人以

上の人口を収容することが可能である。 

1.5 6th of October ニュータウンは大規模の工業団地を有し、2007 年には 3,740ha の工業団地

用地のうち 57%（2,135ha）が開発済みである。入居企業数は 906 社であり、年間生産額は 9,538
百万 LE に及び、82,000 人の就労機会を創出している。 

1.6 Pre-F/S 調査の対象地域には環境庁（EEAA：Egyptian Environmental Affairs Agency）によ

って自然保護区として指定された Qubet El Hassana Dome 保護区が存在する。同保護区の規模は

1km2 である。さらに、Law 117/1983 によりピラミッドおよびその周辺地区を対象とした遺跡保護
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区が指定されている。同遺跡保護区の指定区域は南方へ広がっており、Pre-F/S の対象地域内にお

ける遺跡保護区は限られた範囲である。 

 
出典：ギザ県 

図 1.1 Pre-F/S 調査の対象地域の現況土地利用、自然保護区および遺跡保護区 

1.7 既存中心市街地とニュータウンに挟まれた地域において、大規模な都市開発案件および

交通案件が実施中あるいは計画中である。投資・経済特別区開発局（GAFI：General Authority for 
Investment and Free Zones）では、既存中心市街地およびニュータウンに挟まれ、26th of July 道路

および Al Fayoum 道路の間の砂漠地帯において住宅開発を検討中である。6th of October ニュータ

ウンの南部においても公共および民間による住宅開発が進行中であり、5 つの住宅開発案件が 10
ヶ所の開発用地にて実施中である。これらの住宅開発は低所得者および中高所得者を対象として

いる。 
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1.8 上述の案件に加えて、MOHUUD では Giza 地区の北側に位置する Imbaba 空港および周辺

地区における大規模な都市再開発を計画中である。さらに、大エジプト博物館の建設がピラミッ

ド地区の北部に位置する Alexandria Desert 道路沿いにて予定されている。 

1.9 交通省（MOT）および MOHUUD では、調査対象地域の北部を東西方向に横断し、既存

中心市街地とニュータウンを結ぶ新規幹線道路（Al Farag 道路）の予備調査を実施した。同幹線

道路沿いにエジプト国鉄線（ENR 線）からの支線として、鉄道を整備することも検討している。

鉄道が整備された場合には貨物輸送を基本として、乗客の輸送も考慮されている。 

1.10 ニュータウンの活性化は調査対象地域における重要な課題である。第一フェーズ（戦略

的都市開発マスタープラン）において実施された住民意向調査によれば、回答者の 80%がニュー

タウンへの移転を希望していないものの、次世代がニュータウンへ将来居住することについては

回答者の 79%が希望している。ニュータウンへの移転を促進するための条件として、利便性の高

い交通システムの整備が最重要課題として指摘されており、回答者の 65%が同意向を示している。

その他の条件として、購入可能な住宅（62%）や計画的な福祉施設および基盤施設の整備（51%）

をあげている。 

65 62

51

36
29 25

0

10
20

30

40

50
60

70

Availability of
means of

transportation

Reasonable price Availability of
service and

utilities

Availability of
health care
services

Availability of all
educational

services

Standard of living

Pe
op

le
's 

Pe
rc

ep
tio

n 
(%

)

出典：住民意向調査、JICA 調査団、2007 年 
図 1.2 ニュータウンへの移転における必要条件 

1.11 調査対象地域における開発課題について、①各種の分析に加えて、②住民意向調査によ

り明らかとなった住環境に対する住民の意向、③県の計画担当官によるワークショップにおいて

指摘された事項などをもとに整理した（表 1.2）。 
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表 1.2 調査対象地域の開発課題 
セクター 都市開発 都市交通 

技術的分析 1) 外環道路の外側の農地の市街化 
2) 既存中心市街地の高い人口密度 
3) ニュータウンおよび周辺部における積極的

な都市開発に対して、ニュータウンへの不

十分な人口移転 
4) ニュータウンおよび砂漠地帯における低密

度かつ非効率的な市街化 

1) ニュータウンおよび既存中心市街地の不十

分な交通施設 
2) ニュータウンおよび既存中心市街地の不十

分な公共交通施設 

住民意向 1) 廃棄物管理およびガス供給などの不十分な

インフラの整備状況 
2) 公園および社会福祉施設の不十分な整備状

況 

1) 舗装道路の不十分な整備状況 
2) 公共交通の不十分な整備状況 

県担当官に

よる課題 
1) 緑地、公園およびレクリエーション施設の

不十分な整備状況 
2) 文化、自然および歴史的資産の不十分な管

理状況 
3) 既存中心市街地における都市再開発の推進

の必要性 
4) 市場および工場の移転の必要性 

1) 駐車場の不十分な整備状況 

出典：JICA 調査団 
注： カイロ都市圏の戦略的都市開発マスタープラン（第一フェーズ）において、住民意向調査および地区レベル

の県担当官によるワークショップを実施した。 

1.12 戦略的都市開発マスタープランにおいて、カイロ都市圏の 2027 年における上位目標

（Goal）、計画目標（Objective）および開発戦略（Development Strategies）が提案された。これら

の目標に加えて、Pre-F/S 調査の対象地域の開発課題を踏まえ、将来の都市開発における重要事項

を設定した（図 1.3）。 

1.13 ニュータウンおよび周辺の砂漠地帯において、住宅、商業、業務および製造業などの多

様な都市開発案件が推進されており、開発課題を実現するうえで重要な地域といえる。西軸にお

ける都市開発は既存中心市街地の人口集積を軽減し、ニュータウンにおける市街化を促進するう

えで重要であり、ニュータウンの活性化を図るうえで、公共交通の整備は必須条件である。 
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Sub-sector Strategy in the Master Plan
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Promoting new business and 
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Providing housing supply for various 
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Promoting industrial and R&D area 
especially in NUCs

Promoting tourism area

Promoting open and green area 
network

Promoting transport-oriented urban 
development area

Conserving agricultural lands and 
natural resources

Strengthening management of urban 
growth boundary

Vitalizing the new urban communities

Business and commercial areas in two 
NUCs and tourism development area

Housing supply in 6th of October and Al 
Sheikh Zayed

Industrial and R&D areas in 6th of 
October, Abu Rawash, and Smart Village

Tourism area in the Pyramid area and the 
Greater Egyptian Museum

Open and green area in two NUCs and 
tourism development area

Urban development area connecting the 
main agglomeration and two NUCs

Agricultural lands, natural protectorates, 
and archeological area

Urban growth boundary along the ring 
road

Vitalizing the 6th of October and Al 
Sheikh Zayed

Candidates in the Study Area

出典：JICA 調査団 
図 1.3 戦略的都市開発マスタープランにて提案された開発戦略に対する Pre-F/S 対象地域の開発課題 

1.14 開発軸に整備される公共交通システムの交通需要を十分に確保するために、同システム

沿いの地域の密度を高めることが必要となる。しかしながら、西軸沿いの地域の現状として低密

度な都市開発が進行しているため、時間をかけて中高密度な市街地を形成する必要がある。公共

交通システムにより中心市街地を結節し、中心市街地と周辺地域をフィーダー交通により結ぶこ

とが望ましい。現況および望ましい西軸の都市開発の構成を図 1.4 に示す。 
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Type Spatial Pattern Density of Built-up Areas 
Existing 

Development 
Pattern 

  

Proposed 
Development 

Pattern 

  

 
国土開発計画庁 国際協力機構 
大カイロ都市圏都市計画センター 日本工営 

片平エンジニアリングインターナショナル 
13 

出典：JICA 調査団 
図 1.4 西軸における交通と連携した都市開発の概念図 

1.15 西軸の将来都市構造を図 1.5 に示す。ニュータウンおよび既存中心市街地を 3 つの軸に

より結節する。3 つの軸は点と点を結ぶ 2 つの軸と連続した 1 つの軸から構成される。現行およ

び計画中の都市開発案件を踏まえ、ニュータウンおよび既存中心市街地に挟まれた地域において

新規中心市街地を形成する。他方、北部および南部を砂漠地帯として維持し、前述の新規市街地

においては、将来人口の増加に対応した住宅地区を供給する。 

1.16 調査対象地域の北部および北西部に広がる農地を市街化から保護することが必要である。

Al Farag 道路の整備により、農地における市街化の圧力の高まることが予見される。市街化を抑

止するため、市街化区域を設定するとともに、同道路から農地へ容易にアクセスできないよう設

計することが必要である。例えば、道路の地下化および高架化を図り、道路と農地の間に高低差

を設け、さらに防護柵を設置することが必要である。 
 

出典：JICA 調査団 
図 1.5 西軸の将来都市構造の概念図（2027 年） 

IInneeffffiicciieenntt  uurrbbaann  ddeevveellooppmmeenntt  ddiissppeerrsseedd  aarroouunndd  tthhee  ppuubblliicc  ttrraannssppoorrtt  

MMiidd//HHiigghh  ddeennssiittyy  ddeevveellooppmmeenntt  ttoo  ggeenneerraattee  ttrraaffffiicc  ddeemmaanndd  aalloonngg 
ddeevveellooppmmeenntt ccoorrrriiddoorr  
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1.17 戦略的都市開発マスタープランにおいて設定された 2027 年における人口、就業者数およ

び学徒数をもとに、調査対象地域の計画フレームを設定した（表 1.3）。調査対象地域の人口は 4.1
百万人（2006 年）から 6.9 百万人（2027 年）に増加し、就業者数は 1.5 百万人となる。2027 年に

おける学徒数は 2.0 百万人である。2006 年から 2027 年における調査対象地域の人口を表 1.3 に示

す。さらに、2007 年および同年以降の 5 年間隔の中間値を同表に示す。 

表 1.3 調査対象地域の人口、就業者数および学徒数（2006～2027 年） 
分類 Unit 2006 2007 2012 2017 2022 2027 

人口 1,000 4,058 4,197 4,944 5,637  6,320  6,931 
一次産業 1,000 42 43 48 53 60 64
二次産業 1,000 335 343 388 440 505 539
三次産業 1,000 587 601 678 758 849 907

就業者数 

合計 1,000 964 987 1,114 1,251 1,413 1,510
初等、中等および高等学校 1,000 674 669 865 1,091 1,337 1,647
大学 1,000 255 262 277 300 330 386

学徒数 

合計 1,000 928 931 1,142 1,391 1,667 2,033
調査対象地域の市街地別の人口予測（1996～2027 年） 

2,386 3,232 3,321 3,716 4,001 4,236 4,448427
639 663

822 965 1,099 1,216565
831

1,068

341
177157

27

30 36
65

106
155 199

20

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

1996 2006 2007 2012 2017 2022 2027

Main agglomeration Villages & small towns 6th of October Al Sheikh Zayed

2,860 6,9316,3205,6374,9444,1974,058

出典 1) センサス、CAPMAS、2006 年 
出典 2) JICA 調査団（2007 年～2027 年） 

1.18 調査対象地域の土地利用基本計画を図 1.6 に示す。調査対象地域の南部に位置するピラ

ミッドおよび遺跡保護区を保護区とする。中高密度の市街地の連担した市街地を形成することと

し、中高密度の市街地は Pyramid / Faysal 道路の周辺地区から始まり、大エジプト博物館、新規商

業業務地区、Abu Rawash 工業団地および Smart Village などの中心市街地を経由し、6th of October
ニュータウンおよび Al Sheikh Zayed ニュータウンの商業業務地区および工業団地へ結節する。

Imbaba 地区を拠点とした北部ギザ地区とニュータウンを新規幹線道路（Al Farag 道路）により結

び、南部ギザ地区の幹線道路の交通需要を緩和する。 
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出典：JICA 調査団 

図 1.6 調査対象地域の土地利用基本計画（2027 年） 
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